
 

第２期 知立市国民健康保険データヘルス計画中間評価 

 

 

 

令和 2 年度 

 

知立市 保険健康部 国保医療課 

 

 

 



 

１ 特定健康診査 

 

事業内容 

背景 生活習慣病に起因する医療費の上昇を抑制する必要がある。 

目的 生活習慣病有病者の減少を図り、医療費の適正化を行っていく。 

具体的内容 １、特定健診の実施 

国保加入者（４０歳～７４歳）に対し市内の医療機関で６月～１０月の間に個別健診を行う。 

２、受診勧奨はがきの送付 

８月に当年度健診未受診者に対し受診勧奨通知を発送する。 

３、集団検診の実施 

12 月に３日間個別健診を受けなかった対象者に受診の機会を設ける。 

評価指標 

目標値 

＜アウトカム＞ 

特定健診受診率（法定報告値） 平成 30 年度 44.0%、令和元年度 47.0％、令和２年度 50.0％、令和 3 年度 53.0％ 

令和 4 年度 56.0% 令和 5 年度 60％ 

集団健診受診者数 ２５０人 

＜アウトプット＞ 

受診勧奨はがき郵送回数 年１回 

 

 

 



 

 

 

評価と見直し・改善案 

事業名 評価指標（アウト

カム・アウトプッ

ト） 

目標値 ベース 

ライン 

経年変化 指 標

判定 

※ 

事 業

判定 

※ 

要因 見直しと改善の案 

特定健康

診査 

特定健診受診率 

（法定報告値） 

60％ 43％ 

（H29） 

H30 42.1％ 

R 元  42％ 

B B 【うまくいった要因】 

国保連合会の保健師派遣の制

度を使い、若年層へのアプロー

チとして夜間の電話勧奨を行

った。昼間に比べ通話率も高く

効果があった。 

【うまくいかなかった要因】 

４０年代～５０代の若年層の

受診率が低い。 

 

特定健診の期間を

現在の 6 月～１０

月から広げていく

ことができないか

検討する。 

 

受診勧奨はがき 

郵送回数 

年１回 年１回 

（H29） 

H30 年１回 

R 元 年１回 

A 

集団健診受診者数 250 人 212 人 

（H29） 

H30  222 人 

R 元  216 人 

B 

 

※判定区分 A：達成できている B：達成できていない・改善が必要 C：事業継続が困難 D：評価不能 

 

 

 

 

 



２ 糖尿病性腎症重症化予防事業 

事業内容 

背景 生活習慣病に起因する医療費の上昇を抑制する必要がある。 

外来医療費では糖尿病が最も高額となっており、HbA1cの有所見者割合が愛知県と比較して突出して高い状況にある。 

目的 生活習慣病の重症化予防 

生活習慣を改善し、健診の結果値の改善や生活習慣病の発生予防、重症化予防、医療費適正化を目指す。 

具体的内容 ＜対象者＞特定健康診査の結果とレセプト情報から分析・抽出した糖尿病腎症の患者 

<実施方法>対象者に対して重症化予防プログラムの参加通知及び電話勧奨を行う。参加希望者は、主治医からプログ

ラムの参加確認を受けた上で、事業に参加する。参加者には、保健師等専門職が、面談指導と電話指導を行う。 

＜実施者＞参加勧奨及び保健指導委託事業者 

評価指標 

目標値 

<アウトプット> 

プログラム参加者数 １０人 

<アウトカム> 

HｂA1ｃ値減少者率 ７０％ 

 

 

 

 



評価と見直し・改善案 

事業名 評価指標（アウト

カム・アウトプッ

ト） 

目標値 ベース 

ライン 

経年変化 指 標

判定 

※ 

事 業

判定 

※ 

要因 見直しと改善の案 

糖尿病性

腎症重症

化予防事

業 

HbA1c 値減少者率 70％ 100% 

（H28） 

H30   75.0％ 

R 元   55.6％ 

R2     66.7％ 

B B 【うまくいった要因】 

プログラム参加者に対す

る保健指導は一定程度の

成果が現れており、重症化

予防につながっている。 

【うまくいかなかった要

因】 

プログラム参加者人数が

予算確保分の 10 人に達し

ていない。 

 

現在（株）DPP ヘルス

パートナーズに 7 年間

継続して委託をしてい

るが、新たなプログラ

ム参加者を増やすた

め、他企業への委託も

検討する。また、重症

化する前の段階の対象

者への取り組みを推進

する必要があるため、

Ｒ３，４年度は国が行

う大規模実証事業に参

加し、早期糖尿病性腎

症の未治療者及び治療

中断者への受診勧奨事

業を行う。 

プログラム 

参加人数 

１０人 5 人 

（H28） 

H30   ８人 

R 元    ９人 

R2        8 人 

 

B 

※判定区分 A：達成できている B：達成できていない・改善が必要 C：事業継続が困難 D：評価不能 



３ メタボリックシンドローム対策 

事業内容 

背景 メタボ該当者・予備群において高血圧症のリスクを保有する人が多く、健診の有初見割合をみると BMI、腹囲、LDL

コレステロールが男女ともに、ほぼあらゆる年代において愛知県よりも高くなっている。 

目的 市民が生活習慣病予防のため、主体的に健康づくりに取り組める環境を作る。 

具体的内容 ・栄養、運動、健康講和等を踏まえた教室を実施する。 

・健康知立マイレージを活用し、健康への関心を高め健康づくりを実践するきっかけを提供する。 

評価指標 

目標値 

＜アウトプット＞栄養講座、運動講座の開催数  年４回 

＜アウトプット＞健康知立マイレージチャレンジシート提出者数   ６００人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



評価と見直し・改善案 

事業名 評価指標（アウト

カム・アウトプッ

ト） 

目標値 ベース 

ライン 

経年変化 指 標

判定 

※ 

事 業

判定 

※ 

要因 見直しと改善の案 

メタボリ

ックシン

ドローム

対策 

栄養講座 年４回 年４回 

（H28） 

H30 125％ 

R 元 100％ 

A B 【うまくいった要因】 

栄養講座・運動講座と

も開催回数を増やし訪

問による対象者の参加

を増やすことができ

た。 

【うまくいかなかった

要因】 

運動講座について例年

同じ内容講座となる為

新規参加者が少ない。 

 

新しい生活様式を踏ま

え参加者が安心して参

加できるような環境整

備や講座内容の検討。 

運動講座 年 4 回 年４回 

（H28） 

H30 125％ 

R 元 100％ 

A 

健康知立マイレー

ジチャレンジシー

ト提出者数 

600 人 302 人 

（H28） 

H30  612 人 

R 元  553 人 

B 

※判定区分 A：達成できている B：達成できていない・改善が必要 C：事業継続が困難 D：評価不能 

 

 

 



４ がん検診 

事業内容 

背景 疾病別医療費の割合では、新生物の医療費が最も高額となっている。中でも、第１期データヘルス計画策定時と比較

して、大腸がんの医療費に占める割合が高くなっている。 

目的 生活習慣病である各種がんの早期発見・早期治療につなげる。 

具体的内容 ＜対象者＞ 

胃がん４０歳以上、大腸がん４０歳以上、肺がん４０歳以上、子宮頸がん２０歳以上 

乳がん３０歳以上、前立腺がん５０歳以上  

 

＜実施方法＞ 

がん検診受診案内やクーポン券の送付及び未受診者勧奨を行う。 

また、がんに対する知識の普及啓発などを行う。 

評価指標 

目標値 

＜アウトカム＞ 

がん検診受診率 

 胃がん 50％ 大腸がん 50％ 肺がん 50％ 子宮頸がん 50％ 乳がん 50％   

 

 

 



 

評価と見直し・改善案 

事業名 評価指標（アウト

カム・アウトプッ

ト） 

目標値 ベース 

ライン 

経年変化 指 標

判定 

※ 

事 業

判定 

※ 

要因 見直しと改善の案 

がん検診 胃がん    

  50％            

7.5% 

（H28） 

H30 6.5 % 

R 元 6.2 % 

B B 【うまくいった要因】 

・休日における集団検

診を実施した。 

・レディース検診デー

を実施した 

 

【うまくいかなかった

要因】 

・健診センターでの検

診を追加したが、周知

が不十分であったこと

が考えられる。 

 

健診センターでも検診

を実施していることを

十分 PR する。 大腸がん  

50％      

14.6% 

（H28） 

H30 19.6 % 

R 元 18.9 % 

B 

肺がん   

50％       

20.8% 

（H28） 

H30 18.5 % 

R 元 17.2 % 

B 

乳がん  

  50％ 

11.1% 

（H28） 

H30 13.6 % 

R 元 15.4 % 

B 

子宮頸がん   

50％ 

16.0% 

（H28） 

H30 13.8 % 

R 元 13.9 % 

B 

※判定区分 A：達成できている B：達成できていない・改善が必要 C：事業継続が困難 D：評価不能 

 



5  ジェネリック医薬品普及促進 

事業内容 

背景 医療費の上昇を抑制する必要がある。 

目的 被保険者が自身の健康や治療状況を正しく理解し、適切にジェネリック医薬品を使用するよう啓発するため。 

また医療費の負担を軽減するため。 

具体的内容 ＜実施方法＞ 

１、ジェネリック医薬品希望シールを被保険者証の一斉更新時に同封する。 

２、愛知県国民健康保険団体連合会に差額通知書作成を依頼し対象者にジェネリック医薬品差額通知を年 4 回送付し

ている。 

３、医師会に使用促進の協力依頼及び利用実態の報告をする。 

評価指標 

目標値 

＜アウトカム＞ 

対象者への通知率 １００％ 

ジェネリック医薬品使用割合 ８０％   

 

 

 

 



 

評価と見直し・改善案 

事業名 評価指標 

（アウトカム・ア

ウトプット） 

目標値 ベース 

ライン 

経年変化 指 標

判定 

※ 

事 業

判定 

※ 

要因 見直しと改善の案 

ジェネリ

ック医薬

品普及促

進 

対象者への通知率 100%  ＿ H30、H31

年度 

100％ 

A B 【うまくいった要因】 

保険証一斉更新の際、保険

証にジェネリック希望シー

ルを同封し切替えを進めて

いる。 

【うまくいかなかった要

因】 

一定程度先発医薬品を希望

する人がおり、切替が進ん

でいない。 

 

徐々に使用割合は増加

しているが、更にジェ

ネリック医薬品への切

替えを進めるために、

チラシによるジェネリ

ック医薬品の認知率向

上を図る。窓口への配

置や市のイベント（福

祉健康まつりなど）で

配布を行う。 

ジェネリック医薬

品使用割合 

80％ 63.3% 

H29年3月 

H31年3月  

64.48％ 

 

R2 年 3 月    

66.9％ 

B 

※判定区分 A：達成できている B：達成できていない・改善が必要 C：事業継続が困難 D：評価不能 

 

 



 

6 第２期データヘルス計画の実施状況評価 

評価指標目標値 【ストラクチャー】 

 計画達成に向けた体制が確保され、関係者と連携が図れているか。 

【プロセス】 

 データを活用した現状分析と、分析結果を活用した課題抽出ができているか。 

【アウトプット】 

 データヘルス計画上の保健事業が実施できているか。 

【アウトカム】 

 医療費の適正化が図られているか。※一人当たり医療費 

 

 

 

 

 

 



評価と見直し・改善案 

評価視点 評価指標 現状分析 指 標

判定 

事 業

判 定

※ 

今後の方向性 

ストラクチャー 計画達成に向けた体制が確

保され、関係者と連携が図

れているか。 

【体制】 

国保医療課  担当者 2 名 

健康増進課  保健師 2 名、管理栄養士１名 

【関係者との連携】 

知立市国民健康保険運営協議会、知立市医師会への事業

実施状況報告、国保医療課医療係、長寿介護課との連携 

A 

 

B 特定健診受診

率等、各保健事

業の目標達成

及び実績の向

上を目指し、引

き続き取組を

推進する。 

特に事業判定

が「B」となった

個別保健事業

については、事

業の見直しと

改善策を実施

し、目標達成を

図る。 

プロセス データを活用した現状分析

と、分析結果を活用した課

題抽出ができているか。 

特定健診の受診結果、レセプトデータ、KDB システムか

ら抽出した統計情報を活用した現状分析を行い、課題抽

出を行っている。 

A 

アウトプット データヘルス計画上の保健

事業が実施できているか。 

データヘルス計画上で設定した事業は全て実施してい

る。 

A 

アウトカム 医療費の適正化が図られて

いるか。 

※一人当たりの医療費 

医療費は年々増加傾向にあり、さらに愛知県平均よりも

知立市は医療費が高くなっている。 

B 

【計画策定時】 

平成 28 年度 

21,268 円 

（愛知県平均） 

21,900 円 

【中間評価時】 

令和元年度 

24,437 円 

（愛知県平均） 

23,386 円 

※判定区分 A：達成できている B：達成できていない・改善が必要 C：事業継続が困難 D：評価不能 


